
大学番号 私立216

設置年度 平成 ３０年度

計画の区分： 学部の設置

大阪国際大学 経営経済学部 （経済学科）

　　　職名・氏名 事務
ジ ム

局長
キョクチョウ

　　　麻生
アソウ

哲男
テツオ

　　　電話番号　　 06-6902-0791

　　　（夜間）　　 06-6902-0791

　　　ｅ－mail　　 shomuka@oiu.ac.jp

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　報告書の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況

　　担当部局（課）名

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

届出

令和３年５月１日現在 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

学校法人大阪国際学園　　　

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

注３

mailto:shomuka@oiu.ac.jp
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　 別紙② ＳＤ関係 令和２年度 研修一覧・・・・・・・・・・・・・・・・  ４９
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ オクダ　ゴロウ ）

奥田　吾朗

（平成７年７月）

（ミヤモト　イクオ）

宮本　郁夫

（平成２６年４月）

（サトウ　トモアキ）

佐藤　智明

（平成３０年４月）

（タナカ　マサル） （フジサワ　ノブヒロ）

田中　優 　　藤澤　宜広

（平成３０年４月） （令和２年２月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人大阪国際学園

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　大阪国際大学

　　　　大阪府守口市藤田町6丁目21番57号

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒570-8555

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

学　　長

職　　名

退職（令和2年3月31日）に伴う
引継ぎのため令和2年2月1日付変
更（２）
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載してください。
　　　　その場合別ファイルを作成し提出してください。
　　　・　様式は、平成２９年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

　経営経済学部

　　　経済学科

4 60 － 240

　学士（経済学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

202 - 207 - 214 - 183 -

(　 　) (　 　) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 10 ] [ - ] [ 12 ] [ - ] [ 12 ] [ - ] [ 9 ] [ - ]

198 - 200 - 202 - 176 -

(　 　) (　 　) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 10 ] [ - ] [ 11 ] [ - ] [ 12 ] [ - ] [ 9 ] [ - ]

84 - 86 - 91 - 86 -

(　 　) (　 　) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 0 ] [ - ] [ 2 ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

77 - 75 - 77 - 80 -

(　 　) (　 　) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 0 ] [ - ] [ 2 ] [ - ] [ 1 ] [ - ] [ 0 ] [ - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

Ｂ　 入学者数

(　　 )
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和３年度令和２年度平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

[　 5 　]

60 60

1.28　倍 －　　倍

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

1.25

(　－ )

[　 3 　] [ 　4　 ]

1.33

60 60

(　 － 　)

[　 4 　]

1.28

[ 　　　 ]

(　 － 　) (　 － 　)

1.28

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

人

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

経済学関係

年 人 年次 人

編入学定員 収容定員

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員
備　考

学生募集の停
止について
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

72 0 81 0 80 0 80 0

[　 　] [　 　] [　-　] [　-　] [　2　] [　-　] [　1　] [　-　] [　-　] [　-　]

（　　） （　　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　） （　-　）

60 0 64 0 80 0

[　-　] [　-　] [　2　] [　-　] [　1　] [　-　]

（　-　） （　-　） ( 5 ) （　-　） ( 6 ) （　-　）

57 0 64 0

[　-　] [　-　] [　2　] [　-　]

（　-　） （　-　） ( 2 ) （　-　）

57 0

[　-　] [　-　]

（　-　） （　-　）

　　・令和３年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

(   8   )

令和元年　2年次転学科受入れ1名

令和3年度　3年次編入生1名
（うち留学生該当なし）

令和元年度 令和３年度

（　　- 　 ）

141 281

[　 2　 ] [　 3　 ][　 3　 ]

備　　　　　考

(   5   )

201

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和２年度

（　　　　 ） （　　- 　 ）

平成２９年度 平成３０年度

計

72

[　　　 　] [　 -　 ]

４年次

１年次

２年次

３年次
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

77 人 6 人 平成３０年度 6 人 0 人
就学意欲の低下（1人）、他の教育機関への入学・転学（1
人）、
除籍（1人）、学力不足（1人）、就職（2人）

平成３０年度 4 人 0 人
就学意欲の低下（1人）、他の教育機関への入学・転学（2
人）、
除籍（1人）

令和元年度 2 人 0 人 他の教育機関への入学・転学（1人）、その他（1人）

平成３０年度 8 人 0 人
就学意欲の低下（1人）、就職（1人）、学力不足（1人）、他の教
育機関への入学・転学（1人）、除籍（3人）、その他（1人）

令和元年度 7 人 0 人
就学意欲の低下（2人）、就職（2人）、他の教育機関への入
学・転学（1人）、その他（2人）

令和２年度 3 人 0 人 就職（1人）、除籍（1人）、その他（1人）

平成３０年度 0 人 0 人

令和元年度 0 人 0 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

30 人 30 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 6
平成３０年度の在学者数（ｂ） 77

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 6
令和元年度の在学者数（ｂ） 147

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 18
令和２年度の在学者数（ｂ） 218

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 281

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

合　　計

= = 7.79 ％

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成３０年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

147 人

18 人

令和３年度 281 人 0 人

人令和２年度 218

令和元年度 6人

=

=

=

=

=

=

4.08 ％

8.25 ％

0 ％
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 　 2 　 1 1前・後 　 2 　 1

1前・後 2 　 1 1前・後 2 　 1

1後 2 　 1 1後 2 　 1

2前 2 　 1 2前 2 　 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 5 － 0 10 0 1 0 0 0 0 4

1前・後 2 　 1 1前・後 2 　 1

2前・後 2 　 1 2前・後 2 　 1

3前・後 2 　 1 3前・後 2 　 1

1前 2 1 1前 2 1 1

1前 1 1 1 1前 1 1 1

1後 1 1 1 1後 1 1 1

2前 1 1 1 2前 1 1

－ 4 7 0 2 0 0 0 0 3 － 4 7 0 1 0 0 0 0 4

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

2前・後 2 1 2前・後 2 1

3前・後 2 1 3前・後 2 1

－ 0 12 0 1 0 0 0 0 3 － 0 12 0 0 1 1 0 0 2

1後 1 1 1 1後 1 1 1

2前 1 1 1 2前 1 1 1 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1 1

3前 1 2 3前 1 4

2・3・4 2 1 2・3・4 2 1 1

2・3・4 2 1 2・3・4 2 1 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 2

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 2

－ 4 12 0 1 2 1 0 0 4 － 4 12 0 2 2 1 0 0 7

1前 1 6 1前 1 9

1後 1 6 1後 1 9

2前 1 6 2前 1 9

2後 1 6 2後 1 9

1前 1 4 1前 1 4

1後 1 4 1後 1 4

1前 1 4 1前 1 4

1後 1 4 1後 1 4

1前 2 2 1前 2 2

1後 2 2 1後 2 2

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1前 1 2 1前 1 1

1後 1 2 1後 1 1

1前 1 2 1前 1 1

1後 1 2 1後 1 1

1前 1 2 1前 1 1

1後 1 2 1後 1 1

1前 1 2 1前 1 1

1後 　 1 　 2 1後 　 1 　 1

1前 　 1 　 2 1前 　 1 　 1

1後 　 1 　 2 1後 　 1 　 1

－ 4 21 0 0 0 0 0 0 21 － 4 21 0 0 0 0 0 0 24

－ 12 62 0 2 2 1 0 0 33 － 12 62 0 2 2 1 0 0 40

日本語Ⅰａ （文字・語彙） 日本語Ⅰａ （文字・語彙）

日本語Ⅰｂ （文字・語彙） 日本語Ⅰｂ （文字・語彙）

日本語Ⅱａ （文法） 日本語Ⅱａ （文法）

日本語Ⅱｂ （文法） 日本語Ⅱｂ （文法）

語
　
　
学

オーラルイングリッシュⅠ

中国語Ⅱ 中国語Ⅱ

オーラルイングリッシュⅡ オーラルイングリッシュⅡ

コンピュータ基礎演習Ⅲ

　小計（  7科目） 　小計（  7科目）

キ

ャ
リ
ア

キャリア基礎Ⅰ

キャリア基礎Ⅱ キャリア基礎Ⅱ

キャリアデザインⅠ キャリアデザインⅠ

キャリアデザインⅡ キャリアデザインⅡ

インターンシップⅠ インターンシップⅠ

インターンシップⅡ インターンシップⅡ

日本語Ⅴａ （読解） 日本語Ⅴａ （読解）

日本語Ⅲａ （聴解・会話）

共
　
通
　
基
　
礎
　
科
　
目

スタディアブロードⅢ

スタディアブロードⅠ スタディアブロードⅠ

心理学

暮らしのなかの憲法 暮らしのなかの憲法

人権教育論 人権教育論

　小計（  5科目） 　小計（  5科目）

自
然
・
情
報

人間と科学

国
際
理
解

現代の日本社会

キ

ャ
リ
ア

キャリア基礎Ⅰ

自
然
・
情
報

人間と科学

スタディアブロードⅡ スタディアブロードⅡ

日本語Ⅴｂ （読解）

  小計（ 23科目）   小計（ 23科目）

共通基礎科目　小計（ 51科目） 共通基礎科目　小計（ 51科目）

日本語Ⅲａ （聴解・会話）

日本語Ⅲｂ （聴解・会話） 日本語Ⅲｂ （聴解・会話）

日本語Ⅳａ （作文） 日本語Ⅳａ （作文）

日本語Ⅳｂ （作文） 日本語Ⅳｂ （作文）

ボキャブラリービルディングⅠ

オーラルイングリッシュⅢ オーラルイングリッシュⅢ

人間と環境 人間と環境

人間とスポーツ 人間とスポーツ

人間と情報 人間と情報

コンピュータ基礎演習Ⅰ コンピュータ基礎演習Ⅰ

コンピュータ基礎演習Ⅱ コンピュータ基礎演習Ⅱ

コンピュータ基礎演習Ⅲ

サービスラーニングⅡ サービスラーニングⅡ

ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ ボキャブラリービルディングⅡ

英語Ⅱ 英語Ⅱ

中国語Ⅰ 中国語Ⅰ

語
　
　
学

オーラルイングリッシュⅠ

スタディアブロードⅢ

国
際
理
解

現代の日本社会

現代の国際社会 現代の国際社会

日本の歴史と文化 日本の歴史と文化

世界の歴史と文化 世界の歴史と文化

文化人類学 文化人類学

日本と世界の宗教 日本と世界の宗教

  小計（  6科目）   小計（  6科目）

グローバルインターンシップ グローバルインターンシップ

サービスラーニング論 サービスラーニング論

サービスラーニングⅠ サービスラーニングⅠ

日本語Ⅴｂ （読解）

  小計（ 10科目）   小計（ 10科目）

オーラルイングリッシュⅣ オーラルイングリッシュⅣ

英語Ⅰ 英語Ⅰ

共
　
通
　
基
　
礎
　
科
　
目

人
文
・
社
会

人間学
人
文
・
社
会

人間学

＜経営経済学部　経済学科＞

（１）ー① 授業科目表

【認可時又は届出時】 【令和３年度】

２　授業科目の概要

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

社会学 社会学

心理学
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 2

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

－ 2 14 0 0 0 1 0 0 7 － 2 14 0 2 0 0 0 0 7

1前 1 1 1前 1 2

1後 1 1 1後 1 2

1前 1 1 1前 1 3

1後 1 1 1後 1 3

2前 1 1 2前 1 2

2後 1 1 2後 1 2

2前 1 1 2前 1 1

2後 1 1 2後 1 1

3前 1 1 3前 1 1

3後 1 1 3後 1 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 4 － 0 10 0 0 0 0 0 0 7

－ 2 24 0 0 0 1 0 0 11 － 2 24 0 2 0 0 0 0 12

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

－ 8 26 0 0 3 1 0 0 1 － 8 26 0 4 0 0 0 0 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

－ 0 18 0 1 4 0 0 0 0 － 0 18 0 1 1 1 0 0 0

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

－ 0 30 0 3 1 0 0 0 2 － 0 30 0 4 0 2 0 0 1

経
済
学
関
連
分
野

経
済
学
関
連
分
野

民法 民法

会社法 会社法

不動産法 不動産法

自治体法務 自治体法務

国際関係論 国際関係論

資産運用 資産運用

専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

共
　
通
　
専
　
門
　
科
　
目

ビ
ジ
ネ
ス

共
　
通
　
専
　
門
　
科
　
目

ビ
ジ
ネ
ス

英
語
ア
ド
バ
ン
ス

英
語
ア
ド
バ
ン
ス

English for Special Purposes English for Special Purposes

共通専門科目　小計（ 18科目） 共通専門科目　小計（ 18科目）

学
 

部
 
・
 

学
 

科
 

専
 

門
 

科
 

目

理
論
・
政
策
分
野

学
 

部
 
・
 

学
 

科
 

専
 

門
 

科
 

目

理
論
・
政
策
分
野

経
済
事
情
お
よ
び
経
済
史
分
野

経済英書講読 経済英書講読

ヨーロッパ経済論 ヨーロッパ経済論

アジア経済論 アジア経済論

経済思想史 経済思想史

日本経済史 日本経済史

現代の世界経済 現代の世界経済

アメリカ経済論 アメリカ経済論

計量経済学 計量経済学

  小計（ 15科目）   小計（ 15科目）

西洋経済史 西洋経済史

アジア経済史 アジア経済史

  小計（  9科目）   小計（  9科目）

憲法 憲法

ファイナンシャル・プランニング論 ファイナンシャル・プランニング論

経
済
事
情
お
よ
び
経
済
史
分
野

労働経済学 労働経済学

経済ファイナンス論 経済ファイナンス論

情報経済論 情報経済論

政治経済論 政治経済論

証券市場論 証券市場論

経済数学 経済数学

経済統計 経済統計

  小計（ 17科目）   小計（ 17科目）

現代の日本経済 現代の日本経済

産業組織論 産業組織論

  小計（ 10科目）   小計（ 10科目）

ミクロ経済学Ⅰ ミクロ経済学Ⅰ

ミクロ経済学Ⅱ ミクロ経済学Ⅱ

ミクロ経済学演習 ミクロ経済学演習

マクロ経済学Ⅰ マクロ経済学Ⅰ

マクロ経済学Ⅱ マクロ経済学Ⅱ

マクロ経済学演習 マクロ経済学演習

地方財政 地方財政

環境経済学 環境経済学

公共経済学 公共経済学

経済政策 経済政策

国際経済学 国際経済学

金融経済論 金融経済論

国際金融論 国際金融論

財政学 財政学

  小計（  8科目）   小計（  8科目）

リスニングⅠ リスニングⅠ

リスニングⅡ リスニングⅡ

法学入門 法学入門

情報学入門 情報学入門

エッセンシャルグラマーⅠ エッセンシャルグラマーⅠ

エッセンシャルグラマーⅡ エッセンシャルグラマーⅡ

英語Ⅲ 英語Ⅲ

英語Ⅳ 英語Ⅳ

時事英語 時事英語

ライティングⅠ ライティングⅠ

ライティングⅡ ライティングⅡ

ビジネス実務概論 ビジネス実務概論

ビジネス基礎演習 ビジネス基礎演習

経営学入門 経営学入門

経済学入門 経済学入門

会計学入門 会計学入門

マーケティング入門 マーケティング入門

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数

【認可時又は届出時】 【令和３年度】
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

4前 2 1 4前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

－ 0 34 0 2 1 0 0 0 4 － 0 34 0 2 1 1 0 0 3

1前 2 1 4 1 1前 2 3 2 2

1後 2 1 4 1 1後 2 3 2 2

2前 2 5 1 2前 2 4 3

2後 2 5 1 2後 2 4 3

3前 2 4 5 1 3前 2 5 2 3

3後 2 4 5 1 3後 2 5 2 3

4前 2 4 5 1 4前 2 5 2 2

4後 2 4 5 1 4後 2 5 2 2

－ 16 0 0 4 5 1 0 0 0 － 16 0 0 6 2 3 0 0 0

－ 24 108 0 4 5 1 0 0 6 － 24 108 0 6 2 3 0 0 5

－ 38 194 0 4 5 1 0 0 47 － 38 194 0 6 2 3 0 0 53合　計（ 135科目） 合　計（ 135科目）

共通基礎科目から必修科目12単位を含めた計30単位以上、共通専門科目から必修科目2単位を
含めた6単位以上、学部・学科専門科目から必修科目24単位を含めた計76単位以上を修得し、残
り12単位を、共通基礎科目、共通専門科目、学部・学科専門科目から12単位以上修得し、合計
124単位以上修得すること。

※ 共通基礎科目30単位以上の内訳は、人文・社会4単位以上、自然・情報6単位以上、国際理解
4単位以上、キャリア4単位以上、語学6単位以上、共通基礎科目全体から6単位以上とする。

（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

共通基礎科目から必修科目12単位を含めた計30単位以上、共通専門科目から必修科目2単位を
含めた6単位以上、学部・学科専門科目から必修科目24単位を含めた計76単位以上を修得し、残
り12単位を、共通基礎科目、共通専門科目、学部・学科専門科目から12単位以上修得し、合計
124単位以上修得すること。

※ 共通基礎科目30単位以上の内訳は、人文・社会4単位以上、自然・情報6単位以上、国際理解
4単位以上、キャリア4単位以上、語学6単位以上、共通基礎科目全体から6単位以上とする。

（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

地域政策論 地域政策論

地域安全論 地域安全論

地域創造演習Ⅰ 地域創造演習Ⅰ

地域創造演習Ⅱ 地域創造演習Ⅱ

地域創造演習Ⅲ 地域創造演習Ⅲ

地域創造演習Ⅳ 地域創造演習Ⅳ

地域合意形成演習 地域合意形成演習

セミナーⅢａ

セミナーⅢｂ セミナーⅢｂ

セミナーⅣａ セミナーⅣａ

地域社会と経済 地域社会と経済

地域コミュニティ論 地域コミュニティ論

セミナーⅡｂ

セミナーⅣｂ(卒業研究を含む) セミナーⅣｂ(卒業研究を含む)

学部・学科専門科目 小計（ 66科目） 学部・学科専門科目 小計（ 66科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

公共経営論 公共経営論

地域メディア論 地域メディア論

社会調査法 社会調査法

  小計（ 17科目）   小計（ 17科目）

セミナーⅠａ セミナーⅠａ

セミナーⅠｂ セミナーⅠｂ

セミナーⅡａ セミナーⅡａ

セミナーⅡｂ

セミナーⅢａ

【認可時又は届出時】 【令和３年度】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

学
　
部
　
・
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

地方行政論 地方行政論

政策過程論 政策過程論

地
域
創
造
の
総
合
理
解

セ
ミ
ナ
ー

セ
ミ
ナ
ー

  小計（  8科目）   小計（  8科目）

市民活動論 市民活動論

地域協働論 地域協働論

地
域
創
造
の
総
合
理
解

学
　
部
　
・
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

生涯学習論 生涯学習論
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 　 2 　 1 1前・後 　 2 　 1

1前・後 2 　 1 1前・後 2 　 1

1後 2 　 1 1後 2 　 1

2前 2 　 1 2前 2 　 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 5 － 0 10 0 0 0 0 0 0 5

1前・後 2 　 1 1前・後 2 　 1

2前・後 2 　 1 2前・後 2 　 1

3前・後 2 　 1 3前・後 2 　 1

1前 2 1 1 1前 2 1

1前 1 1 1 1前 1 1 1

1後 1 1 1 1後 1 1 1

2前 1 1 1 2前 1 1

－ 4 7 0 2 0 0 0 0 3 － 4 7 0 1 0 1 0 0 3

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

1前・後 2 1 1前・後 2 1

2前・後 2 1 2前・後 2 1

3前・後 2 1 3前・後 2 1

－ 0 12 0 1 0 0 0 0 3 － 0 12 0 0 1 1 0 0 3

1後 1 1 1 1後 1 1 2

2前 1 1 1 2前 1 2 1

2後 1 1 1 2後 1 1 1

3前 1 2 3前 1 2

2・3・4 2 1 2・3・4 2 1

2・3・4 2 1 2・3・4 2 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 2

1・2・3・4 2 1 1・2・3・4 2 2

－ 4 12 0 1 2 1 0 0 4 － 4 12 0 1 3 1 0 0 5

1前 1 6 1前 1 7

1後 1 6 1後 1 7

2前 1 6 2前 1 7

2後 1 6 2後 1 7

1前 1 4 1前 1 4

1後 1 4 1後 1 4

1前 1 4 1前 1 4

1後 1 4 1後 1 4

1前 2 2 1前 2 2

1後 2 2 1後 2 2

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1 1・2・3・4 1 1

1前 1 2 1前 1 2

1後 1 2 1後 1 2

1前 1 2 1前 1 2

1後 1 2 1後 1 2

1前 1 2 1前 1 2

1後 1 2 1後 1 2

1前 1 2 1前 1 2

1後 　 1 　 2 1後 　 1 　 2

1前 　 1 　 2 1前 　 1 　 2

1後 　 1 　 2 1後 　 1 　 2

－ 4 21 0 0 0 0 0 0 21 － 4 21 0 0 0 0 0 0 27

－ 12 62 0 2 2 1 0 0 33 － 12 62 0 1 4 1 0 0 40

共
　
通
　
基
　
礎
　
科
　
目

日本語Ⅴａ （読解） 日本語Ⅴａ （読解）

日本語Ⅴｂ （読解） 日本語Ⅴｂ （読解）

  小計（ 23科目）   小計（ 23科目）

共通基礎科目　小計（ 51科目） 共通基礎科目　小計（ 51科目）

日本語Ⅱｂ （文法） 日本語Ⅱｂ （文法）

日本語Ⅲａ （聴解・会話） 日本語Ⅲａ （聴解・会話）

日本語Ⅲｂ （聴解・会話） 日本語Ⅲｂ （聴解・会話）

日本語Ⅳａ （作文） 日本語Ⅳａ （作文）

日本語Ⅳｂ （作文） 日本語Ⅳｂ （作文）

共
　
通
　
基
　
礎
　
科
　
目

人
文
・
社
会

人間学

心理学

暮らしのなかの憲法 暮らしのなかの憲法

人権教育論 人権教育論

　小計（  5科目） 　小計（  5科目）

自
然
・
情
報

スタディアブロードⅡ スタディアブロードⅡ

スタディアブロードⅢ スタディアブロードⅢ

日本語Ⅰａ （文字・語彙） 日本語Ⅰａ （文字・語彙）

日本語Ⅰｂ （文字・語彙） 日本語Ⅰｂ （文字・語彙）

日本語Ⅱａ （文法） 日本語Ⅱａ （文法）

語
　
　
学

オーラルイングリッシュⅠ

語
　
　
学

オーラルイングリッシュⅠ

オーラルイングリッシュⅡ オーラルイングリッシュⅡ

オーラルイングリッシュⅢ オーラルイングリッシュⅢ

オーラルイングリッシュⅣ オーラルイングリッシュⅣ

英語Ⅰ 英語Ⅰ

英語Ⅱ 英語Ⅱ

ボキャブラリービルディングⅠ ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ ボキャブラリービルディングⅡ

中国語Ⅰ 中国語Ⅰ

中国語Ⅱ 中国語Ⅱ

スタディアブロードⅠ スタディアブロードⅠ

キ

ャ
リ
ア

キャリア基礎Ⅰ

キ

ャ
リ
ア

キャリア基礎Ⅰ

キャリア基礎Ⅱ キャリア基礎Ⅱ

キャリアデザインⅠ キャリアデザインⅠ

キャリアデザインⅡ キャリアデザインⅡ

インターンシップⅠ インターンシップⅠ

インターンシップⅡ インターンシップⅡ

グローバルインターンシップ グローバルインターンシップ

サービスラーニング論 サービスラーニング論

サービスラーニングⅠ サービスラーニングⅠ

サービスラーニングⅡ サービスラーニングⅡ

  小計（ 10科目）   小計（ 10科目）

国
際
理
解

現代の日本社会

国
際
理
解

現代の日本社会

現代の国際社会 現代の国際社会

日本の歴史と文化 日本の歴史と文化

世界の歴史と文化 世界の歴史と文化

文化人類学 文化人類学

日本と世界の宗教 日本と世界の宗教

  小計（  6科目）   小計（  6科目）

人間と情報 人間と情報

コンピュータ基礎演習Ⅰ コンピュータ基礎演習Ⅰ

コンピュータ基礎演習Ⅱ コンピュータ基礎演習Ⅱ

コンピュータ基礎演習Ⅲ コンピュータ基礎演習Ⅲ

　小計（  7科目） 　小計（  7科目）

人
文
・
社
会

人間学

社会学 社会学

心理学

人間と科学

自
然
・
情
報

人間と科学

人間と環境 人間と環境

人間とスポーツ 人間とスポーツ

【平成３０年度】 【令和元年度】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

－ 2 14 0 0 0 1 0 0 7 － 2 14 0 1 0 0 0 0 7

1前 1 1 1前 1 2

1後 1 1 1後 1 2

1前 1 1 1前 1 4

1後 1 1 1後 1 4

2前 1 1 2前 1 3

2後 1 1 2後 1 3

2前 1 1 2前 1 2

2後 1 1 2後 1 2

3前 1 1 3前 1 1

3後 1 1 3後 1 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 4 － 0 10 0 0 0 0 0 0 10

－ 2 24 0 0 0 1 0 0 11 － 2 24 0 0 0 0 0 0 17

2前 2 1 2前 2 1 1

2後 2 1 2後 2 1 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1 1

2後 2 1 2後 2 1 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

－ 8 26 0 0 3 1 0 0 1 － 8 26 0 2 2 1 0 0 1

1前 2 1 1前 2 1

1後 2 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2前 2 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

－ 0 18 0 1 4 0 0 0 0 － 0 18 0 1 3 1 0 0 0

1後 2 1 1後 2 1

1後 2 1 1後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2後 2 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

4前 2 4前 2 1

－ 0 30 0 3 1 0 0 0 2 － 0 30 0 1 2 1 0 0 2

学
 

部
 
・
 

学
 

科
 

専
 

門
 

科
 

目

理
論
・
政
策
分
野

学
 

部
 
・
 

学
 

科
 

専
 

門
 

科
 

目

理
論
・
政
策
分
野

経
済
事
情
お
よ
び
経
済
史
分
野

経
済
事
情
お
よ
び
経
済
史
分
野

経
済
学
関
連
分
野

経
済
学
関
連
分
野

自治体法務 自治体法務

国際関係論 国際関係論

資産運用 資産運用

ファイナンシャル・プランニング論 ファイナンシャル・プランニング論

経済統計 経済統計

経済英書講読 経済英書講読

  小計（ 15科目）   小計（ 15科目）

  小計（ 17科目）

金融経済論

国際金融論 国際金融論

憲法 憲法

民法 民法

会社法 会社法

不動産法 不動産法

経済ファイナンス論 経済ファイナンス論

情報経済論 情報経済論

政治経済論 政治経済論

証券市場論 証券市場論

経済数学 経済数学

財政学 財政学

地方財政 地方財政

公共経済学 公共経済学

現代の日本経済 現代の日本経済

現代の世界経済 現代の世界経済

アメリカ経済論 アメリカ経済論

ヨーロッパ経済論 ヨーロッパ経済論

環境経済学

労働経済学 労働経済学

産業組織論 産業組織論

計量経済学 計量経済学

  小計（ 17科目）

アジア経済論 アジア経済論

経済思想史 経済思想史

日本経済史 日本経済史

西洋経済史 西洋経済史

アジア経済史 アジア経済史

  小計（  9科目）   小計（  9科目）

共通専門科目　小計（ 18科目） 共通専門科目　小計（ 18科目）

ミクロ経済学Ⅰ ミクロ経済学Ⅰ

ミクロ経済学Ⅱ ミクロ経済学Ⅱ

ミクロ経済学演習 ミクロ経済学演習

マクロ経済学Ⅰ マクロ経済学Ⅰ

マクロ経済学Ⅱ マクロ経済学Ⅱ

マクロ経済学演習 マクロ経済学演習

経済政策 経済政策

国際経済学 国際経済学

金融経済論

環境経済学

  小計（  8科目）

英
語
ア
ド
バ
ン
ス

リスニングⅠ

英
語
ア
ド
バ
ン
ス

リスニングⅠ

リスニングⅡ リスニングⅡ

エッセンシャルグラマーⅠ エッセンシャルグラマーⅠ

エッセンシャルグラマーⅡ エッセンシャルグラマーⅡ

英語Ⅲ 英語Ⅲ

英語Ⅳ 英語Ⅳ

ライティングⅠ ライティングⅠ

ライティングⅡ ライティングⅡ

English for Special Purposes English for Special Purposes

時事英語 時事英語

  小計（ 10科目）   小計（ 10科目）

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

共
　
通
　
専
　
門
　
科
　
目

ビ
ジ
ネ
ス

ビジネス実務概論

共
　
通
　
専
　
門
　
科
　
目

ビ
ジ
ネ
ス

ビジネス実務概論

ビジネス基礎演習 ビジネス基礎演習

経営学入門 経営学入門

経済学入門 経済学入門

会計学入門 会計学入門

マーケティング入門 マーケティング入門

法学入門 法学入門

情報学入門 情報学入門

  小計（  8科目）

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

【平成３０年度】 【令和元年度】
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

4前 2 1 4前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

4前 2 1 4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3前 2 1 3前 2 1

3後 2 1 3後 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4後 2 1 3・4後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

2後 2 1 2後 2 1

3・4前 2 1 3・4前 2 1

2前 2 1 2前 2 1

－ 0 34 0 2 1 0 0 0 4 － 0 34 0 1 2 0 0 0 4

1前 2 2 4 1前 2 1 4 1

1後 2 2 4 1後 2 1 4 1

2前 2 1 5 2前 2 1 4 1

2後 2 1 5 2後 2 1 4 1

3前 2 4 5 3前 2 4 5 1

3後 2 4 5 3後 2 4 5 1

4前 2 4 5 4前 2 4 5 1

4後 2 4 5 1 4後 2 4 5 1

－ 16 0 0 4 5 1 0 0 0 － 16 0 0 4 5 1 0 0 0

－ 24 108 0 4 5 1 0 0 6 － 24 108 0 4 5 1 0 0 6

－ 38 194 0 4 5 1 0 0 47 － 38 194 0 4 5 1 0 0 58

専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

学
　
部
　
・
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

地
域
創
造
の
総
合
理
解

学
　
部
　
・
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

地
域
創
造
の
総
合
理
解

セ
ミ
ナ
ー

セ
ミ
ナ
ー

セミナーⅡａ セミナーⅡａ

セミナーⅡｂ セミナーⅡｂ

セミナーⅢａ セミナーⅢａ

セミナーⅢｂ セミナーⅢｂ

セミナーⅣａ セミナーⅣａ

市民活動論 市民活動論

地域協働論 地域協働論

公共経営論 公共経営論

地域メディア論 地域メディア論

社会調査法 社会調査法

  小計（  8科目）   小計（  8科目）

地域社会と経済 地域社会と経済

共通基礎科目から必修科目12単位を含めた計30単位以上、共通専門科目から必修科目2単位を
含めた6単位以上、学部・学科専門科目から必修科目24単位を含めた計76単位以上を修得し、残
り12単位を、共通基礎科目、共通専門科目、学部・学科専門科目から12単位以上修得し、合計
124単位以上修得すること。

※ 共通基礎科目30単位以上の内訳は、人文・社会4単位以上、自然・情報6単位以上、国際理解
4単位以上、キャリア4単位以上、語学6単位以上、共通基礎科目全体から6単位以上とする。

（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

共通基礎科目から必修科目12単位を含めた計30単位以上、共通専門科目から必修科目2単位を
含めた6単位以上、学部・学科専門科目から必修科目24単位を含めた計76単位以上を修得し、残
り12単位を、共通基礎科目、共通専門科目、学部・学科専門科目から12単位以上修得し、合計
124単位以上修得すること。

※ 共通基礎科目30単位以上の内訳は、人文・社会4単位以上、自然・情報6単位以上、国際理解
4単位以上、キャリア4単位以上、語学6単位以上、共通基礎科目全体から6単位以上とする。

（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

学部・学科専門科目 小計（ 66科目） 学部・学科専門科目 小計（ 66科目）

合　計（ 135科目） 合　計（ 135科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

地域コミュニティ論 地域コミュニティ論

地方行政論 地方行政論

政策過程論 政策過程論

地域政策論 地域政策論

地域安全論 地域安全論

地域創造演習Ⅰ 地域創造演習Ⅰ

地域創造演習Ⅱ 地域創造演習Ⅱ

セミナーⅣｂ(卒業研究を含む) セミナーⅣｂ(卒業研究を含む)

地域創造演習Ⅲ 地域創造演習Ⅲ

地域創造演習Ⅳ 地域創造演習Ⅳ

地域合意形成演習 地域合意形成演習

  小計（ 17科目）   小計（ 17科目）

セミナーⅠａ セミナーⅠａ

セミナーⅠｂ セミナーⅠｂ

生涯学習論 生涯学習論

【平成３０年度】 【令和元年度】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前・後 2 1

1前・後 　 2 　 1

1前・後 2 　 1

1後 2 　 1

2前 2 　 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 5

1前・後 2 　 1

2前・後 2 　 1

3前・後 2 　 1

1前 2 1

1前 1 1 1

1後 1 1 1

2前 1 1

－ 4 7 0 1 0 1 0 0 3

1前・後 2 1

1前・後 2 1

1前・後 2 1

1前・後 2 1

2前・後 2 1

3前・後 2 1

－ 0 12 0 1 0 0 0 0 3

1後 1 1 1

2前 1 1 1 1

2後 1 2 1

3前 1 3

2・3・4 2 1

2・3・4 2 1

1・2・3・4 2 1

1前 2 1

1・2・3・4 2 2

1・2・3・4 2 2

－ 4 12 0 0 2 1 0 0 7

1前 1 7

1後 1 7

2前 1 7

2後 1 7

1前 1 4

1後 1 4

1前 1 4

1後 1 4

1前 2 2

1後 2 2

1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1

1・2・3・4 1 1

1前 1 1

1後 1 1

1前 1 1

1後 1 1

1前 1 1

1後 1 1

1前 1 1

1後 　 1 　 1

1前 　 1 　 1

1後 　 1 　 1

－ 4 21 0 0 0 0 0 0 21

－ 12 62 0 2 2 1 0 0 35

グローバルインターンシップ

サービスラーニング論

サービスラーニングⅠ

現代の日本社会

現代の国際社会

日本の歴史と文化

日本語Ⅳａ （作文）

日本語Ⅳｂ （作文）

日本語Ⅴａ （読解）

日本語Ⅴｂ （読解）

  小計（ 23科目）

　小計（  5科目）

コンピュータ基礎演習Ⅰ

コンピュータ基礎演習Ⅱ

共通基礎科目　小計（ 51科目）

人間と科学

人間と環境

人間とスポーツ

人間と情報

日本語Ⅰｂ （文字・語彙）

日本語Ⅱａ （文法）

日本語Ⅱｂ （文法）

日本語Ⅲａ （聴解・会話）

日本語Ⅲｂ （聴解・会話）

オーラルイングリッシュⅣ

英語Ⅰ

英語Ⅱ

ボキャブラリービルディングⅠ

ボキャブラリービルディングⅡ

中国語Ⅰ

中国語Ⅱ

スタディアブロードⅠ

スタディアブロードⅡ

スタディアブロードⅢ

日本語Ⅰａ （文字・語彙）

キャリアデザインⅡ

インターンシップⅠ

インターンシップⅡ

共
　
通
　
基
　
礎
　
科
　
目

人
文
・
社
会

人間学

社会学

心理学

自
然
・
情
報

国
際
理
解

サービスラーニングⅡ

  小計（ 10科目）

オーラルイングリッシュⅠ

オーラルイングリッシュⅡ

オーラルイングリッシュⅢ

キ

ャ
リ
ア

語
　
　
学

世界の歴史と文化

文化人類学

日本と世界の宗教

  小計（  6科目）

キャリア基礎Ⅰ

キャリア基礎Ⅱ

キャリアデザインⅠ

コンピュータ基礎演習Ⅲ

　小計（  7科目）

暮らしのなかの憲法

人権教育論

【令和２年度】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 1

1後 2 1

1前 2 1

1前 2 1

1前 2 1

1後 2 1

1後 2 1

1後 2 1

－ 2 14 0 1 0 0 0 0 7

1前 1 2

1後 1 2

1前 1 3

1後 1 3

2前 1 2

2後 1 2

2前 1 1

2後 1 1

3前 1 1

3後 1 1

－ 0 10 0 0 0 0 0 0 6

－ 2 24 0 1 0 0 0 0 13

2前 2 1

2後 2 1

4前 2 1

2前 2 1

2後 2 1

4前 2 1

2前 2 1

2後 2 1

2前 2 1

3後 2 1

2前 2 1

3前 2 1

2後 2 1

3・4前 2 1

3・4後 2 1

3・4前 2 1

3・4後 2 1

－ 8 26 0 3 1 0 0 0 1

1前 2 1

1後 2 1

2前 2 1

2後 2 1

3前 2 1

2前 2 1

2前 2 1

2後 2 1

3前 2 1

－ 0 18 0 1 2 1 0 0 0

1後 2 1

1後 2 1

2前 2 1

3前 2 1

3後 2 1

3後 2 1

2前 2 1

2後 2 1

3後 2 1

2後 2 1

2後 2 1

3前 2 1

2前 2 1

3・4前 2 1

4前 2 1

－ 0 30 0 4 0 2 0 0 2

ビジネス実務概論

英
語
ア
ド
バ
ン
ス

共通専門科目　小計（ 18科目）

学
 

部
 
・
 

学
 

科
 

専
 

門
 

科
 

目

理
論
・
政
策
分
野

ミクロ経済学Ⅰ

経
済
事
情
お
よ
び
経
済
史
分
野

経
済
学
関
連
分
野

国際関係論

資産運用

ファイナンシャル・プランニング論

経済ファイナンス論

情報経済論

政治経済論

証券市場論

経済数学

経済統計

経済英書講読

  小計（ 15科目）

環境経済学

労働経済学

産業組織論

計量経済学

  小計（ 17科目）

国際金融論

財政学

地方財政

公共経済学

ミクロ経済学Ⅱ

ミクロ経済学演習

英語Ⅲ

英語Ⅳ

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

国際経済学

金融経済論

リスニングⅡ

エッセンシャルグラマーⅠ

エッセンシャルグラマーⅡ

民法

会社法

不動産法

自治体法務

現代の日本経済

現代の世界経済

アメリカ経済論

ヨーロッパ経済論

アジア経済論

経済思想史

日本経済史

西洋経済史

アジア経済史

  小計（  9科目）

憲法

ライティングⅠ

ライティングⅡ

English for Special Purposes

時事英語

  小計（ 10科目）

ビジネス基礎演習

経営学入門

経済学入門

会計学入門

マーケティング入門

法学入門

情報学入門

  小計（  8科目）

リスニングⅠ

マクロ経済学Ⅰ

マクロ経済学Ⅱ

マクロ経済学演習

経済政策

【令和２年度】

共
　
通
　
専
　
門
　
科
　
目

ビ
ジ
ネ
ス
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

4前 2 1

2後 2 1

2前 2 1

2前 2 1

2後 2 1

3前 2 1

4前 2 1

2前 2 1

2後 2 1

3前 2 1

3後 2 1

2後 2 1

3・4後 2 1

3・4前 2 1

2後 2 1

3・4前 2 1

2前 2 1

－ 0 34 0 2 1 1 0 0 4

1前 2 3 2

1後 2 3 2

2前 2 3 1 2

2後 2 3 1 2

3前 2 5 3 2

3後 2 5 3 2

4前 2 5 3 2

4後 2 5 3 2

－ 16 0 0 5 3 2 0 0 0

－ 24 108 0 5 3 2 0 0 7

－ 38 194 0 5 3 2 0 0 52

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・　各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。
　　　・  「認可時又は届出時」には設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を
　　　　黒字で記載してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。
　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（令和元年度開設であれば平成３０年度）の表は適宜削除してください。
　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、
　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。　　　

生涯学習論

地域社会と経済

地域コミュニティ論

地方行政論

政策過程論

地域政策論

地域安全論

地域創造演習Ⅰ

地域創造演習Ⅱ

セミナーⅣａ

セミナーⅣｂ(卒業研究を含む)

  小計（  8科目）

セミナーⅡａ

セミナーⅡｂ

セミナーⅢａ

セミナーⅢｂ

地域創造演習Ⅲ

市民活動論

地域協働論

公共経営論

地域メディア論

社会調査法

  小計（ 17科目）

セミナーⅠａ

セミナーⅠｂ

学
　
部
　
・
　
学
　
科
　
専
　
門
　
科
　
目

地
域
創
造
の
総
合
理
解

セ
ミ
ナ
ー

学部・学科専門科目 小計（ 66科目）

合　計（ 135科目）

卒業要件及び履修方法

共通基礎科目から必修科目12単位を含めた計30単位以上、共通専門科目から必修科目2単位を
含めた6単位以上、学部・学科専門科目から必修科目24単位を含めた計76単位以上を修得し、残
り12単位を、共通基礎科目、共通専門科目、学部・学科専門科目から12単位以上修得し、合計
124単位以上修得すること。

※ 共通基礎科目30単位以上の内訳は、人文・社会4単位以上、自然・情報6単位以上、国際理解
4単位以上、キャリア4単位以上、語学6単位以上、共通基礎科目全体から6単位以上とする。

（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

【令和２年度】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

地域創造演習Ⅳ

地域合意形成演習

13



【平成３０年度】

【令和元年度】

【令和２年度】

　　　　 　　　　

・教育効果の観点から「人間と情報」の担当として兼担准教授を追加したことにより、兼任・兼担教員配置を「0」から「1」に変更。
・専任講師辞任に伴い、後任として専任教授を採用したことにより、「キャリア基礎Ⅱ」「キャリアデザインⅠ」「経済学入門」
  「財政学」「地方財政」「公共経済学」「環境経済学」「セミナーⅠａ、Ⅰｂ」「セミナーⅡａ、Ⅱｂ」「セミナーⅢａ、Ⅲｂ」
  「セミナーⅣａ、Ⅳｂ（卒業研究を含む）」の専任教員等の配置について「講師」から「教授」に変更。
・専任教授逝去に伴う後任の専任教員が未定であることにより、「現代の世界経済」「ヨーロッパ経済論」「経済思想史」
　「西洋経済史」「政治経済論」「経済英書講読」「セミナーⅢａ、Ⅲｂ」「セミナーⅣａ、Ⅳｂ（卒業研究を含む）」の専任教員等
　の配置について「教授数」を変更。

・担当予定専任教員の異動により、他の専任教員に担当を変更したため、「コンピュータ基礎演習Ⅰ」「現代の日本社会」の専任教員等
　の配置を「教授１」から「講師１」に変更。
・担当予定専任教員の異動により、後任の専任教員に担当を変更したため、「現代の国際社会」「世界の歴史と文化」「国際関係論」
　「政策過程論」の専任教員等の配置を「教授１」から「准教授１」に変更。
・クラス数増による担当教員の追加により、「キャリア基礎Ⅰ、Ⅱ」の専任教員等の配置を「准教授１」から「准教授２」
　に変更。
・クラス数増による担当教員の追加により、「サービスラーニングⅠ、Ⅱ」について「兼任・兼担講師０」から「兼任・兼担講師１」に
  変更。
・クラス数増による担当教員の追加により、「オーラルイングリッシュⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」について「兼任・兼担講師６」から「兼任・兼担
　講師７」に変更。
・担当予定専任教員の就任辞退により、後任の専任教員に担当を変更したため、「経済学入門」「地方財政」「公共経済学」
　「環境経済学」の専任教員配置を「准教授１」から「教授１」に変更【平成30年度報告分】
・クラス数増による担当教員の追加により、「ミクロ経済学Ⅰ、Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授０」から「教授１」に変更。
・担当予定専任教員の辞任による後任の専任教員の担当、およびクラス数増による担当教員の追加により、「マクロ経済学Ⅰ、Ⅱ」に
　ついて、専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」「講師１」に変更。
・担当予定専任教員の辞任により、後任の専任教員に担当を変更したため、「国際経済学」の専任教員等の配置を「准教授１」から
　「教授１」に変更。
・担当予定専任教員の逝去により、後任および他の専任教員に担当を変更したため、「現代の世界経済」「ヨーロッパ経済論」「経済思想
　史」「西洋経済史」「経済英書講読」の専任教員等の配置を「教授１」から「講師１」に、「政治経済論」の専任教員等の配置を
　「教授１」から「准教授１」に変更。
・担当予定専任教員の辞任により、後任の専任教員に担当を変更したため、「アメリカ経済論」「アジア経済論」の専任教員等の配置を
　「准教授１」から「教授１」に変更。
・担当予定教員の辞任・異動、後任教員の採用等により、セミナー担当者の調整を図ったため、「セミナーⅡａ、Ⅱｂ」の専任教員等の
　配置計画を変更。

・担当予定専任教員の退職に伴う後任専任教員の補充、専任教員の担当科目調整により、「現代の日本社会」の専任教員等の配置を
　「講師１」から「教授１」に、「現代の国際社会」「世界の歴史と文化」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・開講クラス数減、担当予定専任教員の退職に伴う後任専任教員の補充、専任教員の担当科目調整により、「キャリア基礎Ⅰ」の専任教員
　等の配置を「教授１、准教授２」から「准教授１、講師１」に変更。
・担当予定専任教員の退職に伴う後任専任教員の補充、専任教員の担当科目調整により、「キャリア基礎Ⅱ」の教員配置を
　「准教授２、講師１」から「准教授１、講師１、兼任・兼担１」に変更。
・開講クラス数増、専任教員の担当科目調整により、「キャリアデザインⅠ」の教員配置を「准教授１、講師１」から
　「准教授２、兼任・兼担１」に変更。
・開講クラス数増により、「キャリアデザインⅡ」の教員の配置を「兼任・兼担２」から「兼任・兼担３」に変更。
・専任教員の担当科目調整により、「インターンシップⅠ、Ⅱ」の教員配置を「准教授１」から「講師１」に変更。
・開講クラス数減により、「日本語Ⅰａ～日本語Ⅴｂ」の教員配置を「兼任・兼担２」から「兼任・兼担１」に変更。
・開講クラス数減により、「エッセンシャルグラマーⅠ・Ⅱ」の教員配置を「兼任・兼担４」から「兼任・兼担３」に変更。
・開講クラス数減により、「英語Ⅲ、Ⅳ」の教員配置を「兼任・兼担３」から「兼任・兼担２」に変更。
・開講クラス数減により、「ライティングⅠ、Ⅱ」の教員配置を「兼任・兼担２」から「兼任・兼担１」に変更。
・開講クラス数減により、「ミクロ経済学Ⅰ」「ミクロ経済学Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授１、准教授１」から
　「准教授１」に変更。
・開講クラス数減により、「マクロ経済学Ⅰ」「マクロ経済学Ⅱ」の専任教員等の配置を「教授１、講師１」から
　「教授１」に変更。
・担当予定専任教員の昇任により、「金融経済論」「国際金融論」「資産運用」「ファイナンシャル・プランニング論」
　「経済ファイナンス論」「証券市場論」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・専任教員の担当科目調整により、「計量経済学」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・専任教員の担当科目調整により、「計量経済学」の専任教員等の配置を「准教授１」から「講師１」に変更。
・担当予定兼任講師の辞任、新規専任教員の担当科目調整により、「自治体法務」「地域安全論」の教員配置を「兼任・兼担１」から
　「講師１」に変更。
・専任教員の担当科目調整により、「政治経済論」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・専任教員の担当科目調整により、「地域社会と経済」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・担当予定専任教員の退職に伴う後任専任教員の担当により、「地方行政論」「地域政策論」「地域協働論」「公共経営論」の
　専任教員等の配置を「教授１」から「講師１」に変更。
・担当予定専任教員の退職に伴う専任教員の担当科目調整により、「地域創造演習Ⅲ」「地域創造演習Ⅳ」「地域合意形成演習」の
　「教授１」から「准教授１」に変更。
・新規専任教員の補充、昇任、担当換え等により、「セミナーⅠａ、Ⅰｂ」の専任教員等の配置を「教授１、准教授４、講師１」から
　「准教授３、講師２」に変更。
・新規専任教員の補充、昇任、担当換え等により、「セミナーⅡａ、Ⅱｂ」の専任教員等の配置を「教授１、准教授４、講師１」から
　「教授３、准教授１、講師２」に変更。
・新規専任教員の追加、昇任、担当換え等により、「セミナーⅢａ、ｂ」「セミナーⅣａ、ｂ（卒業研究を含む）」の専任教員等の配置を
　「教授４、准教授５、講師１」から「教授５、准教授３、講師２」に変更。

（１）ー②授業科目表に関する変更内容
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【令和３年度】

（注）・  ２（１）－① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。
　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

・専任教員の追加就任により、「暮らしのなかの憲法」「憲法」「民法」の教員配置を「兼任・兼担１」から「教授１」に変更。
・クラス数増に伴う担当教員の追加により、「人間と情報」の教員等の配置を「兼任・兼担０」から「兼任・兼担１」に変更。
・専任教員の辞任により、「コンピュータ基礎演習Ⅰ」の専任教員等の配置を、当初予定通り「教授１」に変更。
・専任教授の辞任により、後任として専任講師を採用したため、「現代の日本社会」「現代の国際社会」「世界の歴史と文化」の専任教員
　等の配置を「教授１」から「講師１」に変更。
・担当予定兼任教員の辞任により、「文化人類学」を専任教員担当としたため、教員配置を「兼任・兼担１」から「准教授１」に変更。
・新規専任教員の追加、及び専任教員の担当科目調整により、「キャリア基礎Ⅱ」の専任教員等の配置を「講師１」から「教授１」に変
更。
・専任教員の辞任、及び専任教員の担当科目調整により、「キャリアデザインⅠ」の専任教員等の配置を「教授０」から「教授１」に変
更。
・クラス数増に伴う担当教員の追加により、「キャリアデザインⅡ」の教員等の配置を「兼任・兼担３」から「兼任・兼担４」に変更。
・クラス数増に伴う担当教員の追加により、「インターンシップⅠ、Ⅱ」の教員等の配置を「兼任・兼担０」から「兼任・兼担１」に変
更。
・クラス数増に伴う担当教員の追加により、「オーラルイングリッシュⅠ、Ⅱ」の教員等の配置を「兼任・兼担７」から「兼任・兼担９」
　に変更。
・クラス数増に伴う担当教員の追加により、「ビジネス基礎演習」の教員等の配置を「兼任・兼担１」から「兼任・兼担２」に変更。
・専任教員の追加就任により、「法学入門」の教員配置を「兼任・兼担１」から「教授１」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任教員の採用、及び専任教員の担当科目調整により、「ミクロ経済学Ⅰ、Ⅱ」「ミクロ経済学演習」
　「経済政策」「労働経済学」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任教員の採用により、「現代の日本経済」の専任教員等の配置を「准教授１」から「教授１」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任教員の採用、及び担当科目調整により、「国際関係論」「政治経済論」の専任教員等の配置を「教授１」から
　「講師１」に変更。
・専任教員の辞任により、「経済英書講読」の専任教員等の配置を、当初予定通り「教授１」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任採用、追加、担当科目調整により、「セミナーⅠａ、Ⅰｂ」の専任教員等の配置を「准教授３」「講師２」
　から「教授３」「准教授２」「講師２」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任採用、追加、担当科目調整により、「セミナーⅡａ、Ⅱｂ」の専任教員等の配置を「教授３」「准教授１」
　「講師２」から「教授４」「講師３」に変更。
・専任教員の辞任に伴う後任採用、追加、担当科目調整により、「セミナーⅢａ、Ⅲｂ」の専任教員等の配置を「教授５」「准教授３」
　「講師２」から「教授５」「准教授２」「講師３」に変更。

（２） 授業科目数

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由 計

24 111 0 135 24 111 0 135

[　　0　　] [　　0　　] [　　0　　] [　　0　　]
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

　該当なし

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

　該当なし

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

135

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　　留意してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。
　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（４） 廃止科目

廃止の理由，代替措置の有無

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

＝

　　　　ください。

　該当なし

＝ 0
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備考

大学全体(大阪国際大学
短期大学部分含む)

1年次は入学金280千円含
む

令和2年度入学生の学費
改定による変更（2）

大阪国際大学短期大学
部と共用

大阪国際大学短期大学
部と共用

機械・器具・標本につ
いては、大学全体(大
阪国際大学短期大学部
分含む）

ﾌﾟｰﾙ 1面、ﾌｨｯﾄﾈｽﾙｰﾑ 3室、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ 1室

大学全体(大阪国際大
学短期大学部分含む)

学生１人当
り

納付金
1,270千円 990千円 990千円 990千円 ―　千円 ―　千円

17,681.15㎡

28,026.82㎡ 1,959.13㎡ 32,029.95㎡

0㎡ 0㎡

8室

実験実習室

0室

完成年度

402席

（68〔68〕）

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

0㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

そ　の　他

合　　　計

0㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

                   1,336.00㎡

(７) 体　　育　　館

開設前年度 完成年度

　　　　　　124,000席

講　義　室

40室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

0㎡ 17,681.15㎡

28,283〔11,167〕

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

0㎡

点

　

図
書
・
設
備

(５)

計
142〔89〕

種

経営経済学部
28,283〔11,167〕

（182）
16,000

（16,000）

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

 68〔68〕 182
16,000

（16,000）
5

 68〔68〕

(142〔89〕)

182
16,000

（16,000）
 5

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

(28,283〔11,167〕) (142〔89〕) （68〔68〕）

点

12,004.16㎡ 

体育館以外のスポーツ施設の概要

点

収 納 可 能 冊 数

16,000
（16,000）

( 5)（182）

333千円

設備購入費

図書購入費

1,040千円

333千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要 該当なし

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 8,000千円 8,000千円 5,000千円

第６年次

5,000千円 5,000千円

7,500千円 7,500千円

開設年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用

第１年次 第２年次 第３年次

1,320千円 1,040千円

第４年次 第５年次

(28,283〔11,167〕)

32,029.95㎡

語学学習施設

（補助職員　　2人）

2室

情報処理学習施設

6室

（補助職員　　5人）

( 5)

1,959.13㎡

電子ジャーナル

面　　　　　積

7,500千円

1,040千円

３　施設・設備の整備状況，経費

令和3年４月
専任講師１名を新規
採用のため（3）

1,801.93㎡ 37,559.49㎡

　　　(7,160.90㎡)

2,044.00㎡ 28,026.82㎡

計

7,160.90㎡ 28,596,66㎡

　　(28,596,66㎡) 　　　(1,801.93㎡)

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

小　　　計

区　　　　　分

2,044.00㎡

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

10,345,67㎡ 1,959.13㎡ 14,348.80㎡2,044.00㎡

　　　(37,559.49㎡)

(２) 校　　　　　舎

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和３年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

経営経済学部　経済学科 室

冊

142〔89〕

11
10

視聴覚資料
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数

平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

2 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度 年度

人

経営経済学部 －

　経営学科 4 80 － 320 学士
（経営学）

1.23 1.26 平成30 平成30 大阪府守口市藤田町 6丁目21番57号

　経済学科 4 60 － 240 学士
（経済学）

1.28 1.33 平成30 平成30 同上

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ学部

　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 4 - - - 学士
（経営学）

- - - 平成26 同上 平成30年学生募集停止

人間科学部

　心理ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 70 － 280 学士
（人間科学）

1.26 1.30 － 平成14 同上

　人間健康科学科 4 70 － 280 学士
（人間科学）

1.30 1.42 － 平成14 同上

　スポーツ行動学科 4 110 － 440 学士
（人間科学）

1.23 1.15 － 平成14 同上

国際教養学部

　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 70 － 280 学士
（国際教養学）

1.31 1.42 － 平成27 同上

　国際観光学科 4 70 － 280 学士
（国際教養学）

1.19 1.05 － 平成27 同上

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部

　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 - - -
学士

（国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ学）

- - - 平成19 同上 平成27年学生募集停止

経営情報学研究科

　経営情報学専攻(修士課程) 2 15 - 30 修士
（経営情報学）

0.24 0.27 - 平成5 同上

　経営情報学専攻(博士後期課程) 3 3 - 9 博士
（経営情報学）

0.00 0.00 - 平成7 同上

大学全体 - 548 － 2,159 - - - - - -

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数

平均入学定員超
過率1.3倍以上の
学科等数

備　　考

年 人 年次 人 倍 倍

人

幼児保育学科 2 150 - 300 短期大学士
（幼児教育学） 0.80 0.72 - 昭和51 大阪府守口市藤田町 6丁目21番57号

栄養学科 2 40 - 40 短期大学士
（栄養学） 0.87 0.87 令和3 令和3 同上 令和3年度新設

ライフデザイン学科 2 100 - 100 短期大学士
（総合人間学） 1.23 1.23 令和3 令和3 同上 令和3年度新設

ライフデザイン総合学科 2 - - 140
短期大学士
（栄養学）

（総合人間学）
1.27 - - 平成20 同上 令和3年度学生募集停止

短期大学部全体 - 290 - 580 - - - - - -

学位又
は称号

開設
年度

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員

超過率

令和3年度
入学定員
超過率

　大　阪　国　際　大　学

　大　阪　国　際　大　学　短　期　大　学　部

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和3年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地
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（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。なお、調査対象の学科等が設置されている大学から順に記載してください

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。
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（注）・　大学設置基準第十三条別表第一、短期大学設置基準第二十二条別表第一イにより算出される専任教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　及び、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ）
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ’）
設置時の計画（Ａ’）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　（２）－⑥　設置時の計画に対する助手充足率

=
0

= 0 ％
0

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員の
うち、定年を延長
して採用する教員

数

1

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
1

= 9.09 ％
11

10
=

11
= 110 ％

名歳 名

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

（  0  ）

［　0　］ ［ ＋1 ］

0

［  0　］

（  10  ）

0 11

11

［　0　］ ［ ＋1 ］

計
（Ｄ）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　（２）－③　年齢構成

教　授 准教授 講　師

63 1

年齢構成

［ ＋2 ］ ［ △3 ］ ［ ＋2 ］

定年規定の定める
定年年齢（歳）

［ ＋2 ］ ［ △3 ］ ［ ＋2 ］

6 2 3

［  0　］

助　教
計

（Ｃ）
助　教

　　　　

　（２）－②　専任教員数【大学】

4 5
3

1 0 10
6 2

8 4

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要専

任教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
助　教

計
（Ｂ）

准教授 講　師教　授

現在（報告時）の状況

助手
(Ｂ’)

助手
(Ａ’)

名 名

設置時の計画

6 2 3 0 11

(  4  ) (  5  ) （  1  ）

教　授 准教授 講　師

0

0 0

0

助手
(Ｃ’)

助手
(Ｄ’)

（  0  ）
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 25 科目 計 25 計 0 計 0

選択 0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2 人

必修 15 科目 必修 15 必修 0 必修 0

選択 10 科目 選択 10

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

２ 講師 石 村 雄 一 H30.3

必修 キャリア基礎Ⅱ ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ ①

必修 セミナーⅡａ ①

必修 セミナーⅡｂ ①

地方財政 ①

選択 公共経済学 ①

選択 環境経済学 ①

必修 セミナ―Ⅰａ ①

１ 教授 堀 田 隆 司 H30.2 H30.2 逝去のため未就任（30）

選択

選択 経済英書講読 ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

①

H30.3.31付け、他大学就任のため就任辞退（30）

必修 キャリアデザインⅠ ①

必修 経済学入門 ①

選択

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

就任辞退（未就任）の理由番　号 職　位 専任教員氏名

現代の世界経済

経済思想史

必修・選択・自由の別

選択

①

選択

選択

①

担当予定科目

ヨーロッパ経済論

西洋経済史

①

①

選択 政治経済論

後任補充状況

財政学 ①

選択
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時期

セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

５ 准教授 森 口   舞 R2.3

選択 現代の国際社会 ①

選択 世界の歴史と文化 ①

選択 国際関係論 ①

選択 政治経済論 ①

選択 政策過程論

セミナーⅢｂ ①

セミナーⅣａ ①

セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

４ 教授 田 中   優 R2.3

選択 地方行政論 ①

選択 地域政策論 ①

選択 地域創造演習Ⅲ ①

選択 地域創造演習Ⅳ ①

選択 地域合意形成演習 ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

３ 准教授 森 元 晶 文 H31.3

必修 マクロ経済学Ⅰ ①

必修 マクロ経済学Ⅱ ①

選択 マクロ経済学演習 ①

選択 国際経済学 ①

選択 アメリカ経済論

必修 セミナーⅡｂ ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅠａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ ①

必修 セミナーⅡａ ①

番　号 職　位 専任教員氏名 辞任等の理由

１ 教授 瀬 島    誠 H31.4
H31.4.1付け、併設他学部（国際教養学部）へ配置
換えとなったため辞任（元）

①

選択 政策過程論 ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

必修

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

６ 教授 古 賀 敬 太 R3.3

選択

R3.3.31付け、任期満了のため退職（3）

選択 世界の歴史と文化 ①

選択 国際関係論 ①

必修

現代の日本社会 ①

選択 現代の国際社会 ①

セミナーⅡａ ①

必修 セミナーⅡｂ ①

必修

R2.3.31付け、他大学就任のため辞任（2）

①

必修 セミナーⅠａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ ①

必修

必修

必修

必修

セミナーⅢａ ①

R2.3.31付け、他大学就任のため辞任（2）①

選択 公共経営論 ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

選択 地域協働論

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

H31.3.31付け、他大学就任のため辞任（元）

①

選択 アジア経済論 ①

必修 セミナーⅠａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ ①

必修 セミナーⅡａ ①

必修 セミナーⅡｂ ①

必修 セミナーⅢａ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修

２ 准教授 中 野    謙 H31.3 H31.3.31付け、他大学就任のため辞任（元）

選択 日本経済史 ①

選択 地域社会と経済 ①

選択 地域コミュニティ論 ①

選択

選択 地域メディア論 ①

地域創造演習Ⅰ ①

選択 地域創造演習Ⅱ ①

選択 インターンシップⅡ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

選択 インターンシップⅠ ①

選択 世界の歴史と文化 ①

選択 国際関係論

コンピュータ基礎演習Ⅰ ①

選択 現代の日本社会 ①

選択 現代の国際社会 ①
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

（注）・（３）－①、（３）－②で赤字で記載した専任教員数の合計数を記載してください。

3 人

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

=
10

= 100 ％
10

　（３）－⑤　令和2年度報告書から、新たに辞任等した専任教員等の状況

計 127 科目 計 127 計 0 計 0

0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

10 人

必修 74 科目 必修 74 必修 0 必修 0

選択 53 科目 選択 53 選択 0 選択

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員について記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ｄ）＋（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

計 102 科目 計 102 計 0 計 0

選択 0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

8 人

必修 59 科目 必修 59 必修 0 必修 0

選択 43 科目 選択 43

８ 講師 若 松 直 幸 R3.3

必修 コンピュータ基礎演習Ⅰ ①

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

①

必修 セミナーⅡａ ①

必修 セミナーⅡｂ ①

必修 セミナーⅢａ ①

R3.3.31付け、他大学就任のため辞任（3）

選択 現代の世界経済 ①

選択 ヨーロッパ経済論 ①

選択 経済思想史 ①

選択 日本経済史 ①

選択 西洋経済史 ①

選択 経済英書講読 ①

必修 セミナーⅠａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ

必修 セミナーⅢｂ ①

必修 セミナーⅣａ ①

必修 セミナーⅣｂ
(卒業研究を含む)

①

必修 セミナーⅡａ ①

必修 セミナーⅡｂ ①

必修 セミナーⅢａ ①

選択 現代の日本経済 ①

必修 セミナーⅠａ ①

必修 セミナ―Ⅰｂ ①

辞任等の理由

７ 准教授 檜    康 子 R3.3

必修 キャリアデザインⅠ ①

R3.3.31付け、他大学就任のため辞任（3）

必修 ミクロ経済学Ⅰ ①

必修 ミクロ経済学Ⅱ ①

選択 ミクロ経済学演習 ①

選択 経済政策 ①

選択 労働経済学 ①

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

　　　　今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　定年により退職した全ての専任教員について記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等及び（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

１）就任辞退教員への対応について
　①堀田隆司専任教授逝去に伴う未就任について、平成30年度後期において同氏が担当予定であった科目のシラバス、授業予定は既に決ま
　　っていることから、平成31年度以降の開講科目を含めて後任教員が確定次第、改めて学生に周知することとした。(30)
  ②堀田隆司専任教授の後任として、平成30年9月1日付けで専任教員を採用し、同教授の担当予定科目を担当することとした。（元）
  ③石村雄一専任講師の就任辞退について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用した。(30)
２）辞任教員への対応について
　①瀬島誠専任教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（元）
  ②中野謙専任准教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（元）
　③森元晶文専任准教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用した。教員交代に係る学生への周知に
　　ついては、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（元）
  ④田中優専任教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（2）
  ⑤森口舞専任准教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（2）
　⑥古賀敬太専任教授の退職について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（3）
　⑦檜康子専任准教授の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、当該専門分野の専任教員間
　　で担当科目調整を行った。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（3）
　⑧若松直幸専任講師の辞任について、当該教員の担当予定科目が担当可能な後任の専任教員を採用するとともに、一部科目については、他の
　　専任教員が担当することとした。教員交代に係る学生への周知については、授業時間割表、シラバス等での周知を行った。（3）

計 0 科目 計 0 計 0 計 0

0 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0 選択

該当なし

　（３）－⑥　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（平成２９年）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成３０年）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和元年）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和２年）

教員採用手続きについて
は、諸規程に基づいて適正
に進めているが、今後は採
用面談時に新学部の教員と
して届出書類に記載される
旨をより明確に伝え、就任
にあたっては責任を持って
頂く旨を書面にて承諾頂
く。（元）

大阪国際大学の既設学
科等（人間科学部人間
健康科学科）の入学定
員超過の改善に努める
こと。

履　行　状　況

指摘事項
（改善）

履行中

届出以降、就任辞退や
辞任している教員が多
数存在するが、教員の
就任承諾に係る手続き
は適正になされたもの
であったか、具体的に
説明すること。また、
教員の就任辞退や辞任
の原因分析を行うとと
もに、今後の教員採用
手続きに向けて、適切
な対策が検討されてい
るか具体的に説明する
こと。[経済学科]

届出以降、就任辞退や辞任
している専任教員は5名お
り、内1名は逝去により未
就任、1名(開設前年度新規
採用)は他大学就任のため
就任辞退、1名は就任後併
設他学部へ配置換、2名は
他大学就任のため辞任し
た。就任承諾に係る手続き
は新規採用の面談時に本人
に対して新設学部届出書類
に記載される旨を伝え承諾
を得ている。(別紙④)
逝去、配置換を除く3名に
ついては、本学科への就任
決定後に他大学の新たな求
人の諸条件と本学の状況を
比較・検討し、他大学への
就任を決められたものであ
る。（元）

指摘事項
（改善）

履行中

人間科学部人間健康科学科
のみならず、各学部（学

科）において歩留まり率の
精度向上を図り、入試種別
ごとの入学定員管理を行っ
ておりましたが、新型コロ
ナウイルス感染症等の影響
もあり、令和3年度（2021
年度）入試については、予
想を超えた歩留まり率で入
学者が定員を大きく超過し

た。（２）

令和4年度（2022年度）入
試の改善策として、入試種
別ごとの募集定員の見直し
や、さらなる合格率・歩留
まり率の予測を強化し、入
学定員管理に努める。
（２）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

該当なし

該当なし

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

該当なし

　　　　「ＳＤ委員会規程」を添付（別紙①参照）

○令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大により、SD委員会の開催を取りやめることとなったが、

　　報告事項等については、メールで行い、情報共有がなされた。

　　（ＳＤ委員会構成委員：委員長、法人本部委員1名、大学・短大委員2名（教職員各1名）、

　　　大和田中・高委員2名（教職員各1名）、滝井高等学校委員2名（教職員各1名）、大和田幼稚園委員2名

　　　（教職員各1名）、総務・人事課職員1名の計11名）

　ａ　委員会の設置状況

　　（令和2年度）

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　　○「授業についてのアンケート」を踏まえた授業改善報告書の作成について

　　○授業改善報告書に基づく意見交換会の実施及び意見交換会報告書の作成について

　　○2020年度FDセンター活動計画

　　〇FD・SD研修会の実施について

　　〇遠隔授業アンケートの実施について

　　〇ティーチングアワードの実施内容について

　　○学生による「授業についてのアンケート」の実施について

　　○平成29年度から、「学園全体で研修を計画的かつ組織的に運営することを目的」として、ＳＤ委員会を設置

　　　※「大阪国際大学・大阪国際大学短期大学部ＦＤセンター規程」並びに「教職員研修規程」及び

　　○平成15年度から、全学的な組織として「ＦＤ協議会」を設置

　　○平成17年から、自己点検運営委員会の下部組織として「ＦＤ専門委員会」へ改組

　　○平成19年7月から、ＦＤ活動の更なる推進のため、各種委員会と同様に、運営協議会の直轄組織として

　　　「ＦＤ委員会」へ改組

　　○平成26年12月から、「組織的な教育の質向上にかかるＰＤＣＡサイクルを機能させる取り組みを推進

　　　することにより、教員が行う教育活動の改善・向上に資することを目的」として、「ＦＤ委員会」を

　　　「ＦＤセンター」に発展的に改組

　　○平成28年度に、「当学園教職員の能力・資質を向上させることを目的」として、「教職員研修規程」を制定

７　その他全般的事項

　

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　（令和2年度）

　　○令和2年4月～令和3年3月　「ＦＤセンター会議」

　　　[構成員：委員長、大学委員（各学科選出）7名、短大委員（各学科選出）2名、職員1名の計11名]　　

　ｃ　委員会の審議事項等
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②　実施状況

　　〇「授業力向上マニュアル(令和3年度版)」の作成

　　・学生アンケートの高評価科目名を「FD　NEWS　LETTER」と在学生ポータルサイトで公表。

　　○学生による「授業についてのアンケート」の実施

　　○「授業についてのアンケート」を踏まえた授業改善報告書の作成

　　（令和2年度）

　（令和2年度）

　　・大学ホームページにて授業アンケートの学科毎の集計結果を公開。

④　ＳＤ実施関係の状況は別紙「ＳＤ関係 令和２年度 研修一覧」を添付（別紙②参照）

　　　愛媛大学　竹中　喜一氏より「学修成果の可視化に向けた計画と実践の方法」をテーマに、オンラインによる
　　　研修会を実施。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　　本学ポリシー及び中教審答申等を掲載するとともに、授業運営のガイドラインを作成。

　　〇コロナ禍における遠隔授業に関するアンケートの実施と結果の各教員へのフィードバック

　　　新型コロナ・ウイルスのため、急遽、遠隔授業を実施。そこで、遠隔授業の受講環境（使用デバイスやwi-fi
　　　環境等）や受講して良かった点・悪かった点・困った点などに関する調査を実施し、調査結果を全教員に
　　　報告し、FDに活用した。

　　〇学生アンケートの高評価科目名の公表（ティーチングアワード）

　　　前期及び後期の授業期間中に、専任及び非常勤教員が担当全科目について実施。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　上記取り組みを通じて、全学として授業改善に取り組んだ。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

  ａ　実施の有無及び実行時期

　　　前期（7／21～8／7）および後期（1／12～2／1）に、専任および非常勤教員の全科目について実施。

　　　・前期授業アンケート結果･授業改善報告書に基づき、12月に意見交換会報告書を作成。

　　　・後期授業アンケート結果･授業改善報告書に基づき、令和3年度前期に意見交換会報告書を作成(予定）。

　　○授業力向上マニュアル

　　　授業力向上マニュアルの内容見直しを実施し、3月に全教員へ配布。

　　○学生による「授業についてのアンケート」

　　（令和2年度、教員の参加状況含む）

    ○外部講師による「FD・SD研修会」

　　○「授業についてのアンケート」を踏まえた授業改善報告書の作成

　　　授業アンケート結果を踏まえて、教員が授業改善報告書を作成。

　　　オンラインにより実施し、120名（教員88名、職員32名）が参加。

　　〇コロナ禍における遠隔授業に関するアンケートの実施と結果の各教員へのフィードバック

　　　第1回アンケート（6月15日～6月28日実施）、アンケート結果配信（7月10日）。

　　○意見交換会

　　　第2回アンケート（10月26日～11月6日実施）、アンケート結果配信（11月24日）。

　　〇学生アンケートの高評価科目名の公表（ティーチングアワード）

　　　1月発行の「FD　NEWS　LETTER」に掲載。3月に在学生ポータルサイトに掲載。

　　○学生による「授業についてのアンケート」

　　　前期アンケート（7月21日～8月7日実施）、9月にアンケート結果を各教員へ配布。

　　　後期アンケート（1月12日～2月1日実施）、3月にアンケート結果を各教員へ配布。

　　○意見交換会

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等　

　　・科目別授業アンケート結果を紙ベースで学生に公開。

　　〇ティーチングアワードについては名称を変更し、学生アンケートの高評価科目名を全教職員と学生に公表

　　　学生アンケートの高評価科目名を「FD　NEWS　LETTER」と在学生ポータルサイトに掲載し、公表。

　ｂ　実施方法

    ○外部講師による「FD・SD研修会」

　　○意見交換会の実施

　　　授業アンケート結果･授業改善報告書に基づき、意見交換会を実施し意見交換会報告書を作成。

　　　（前期・後期の年2回）

　　　授業アンケート結果･授業改善報告書に基づき、学科単位で意見交換会を実施し、意見交換会報告書を作成。

　　○授業力向上マニュアル

    ○外部講師による「FD・SD研修会」の実施

　　〇コロナ禍における遠隔授業に関するアンケートの実施と結果の各教員へのフィードバック

　ａ　実施内容

　　（令和2年度）
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　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

②　自己点検・評価報告書

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　　　いて記入してください。

　　平成29年度に日本高等教育評価機構の評価を受審済みであり、次回の認証評価受審時期は未定である。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　平成11年4月：自己点検評価報告書を作成し、財団法人大学基準協会の維持会員に登録

　　平成17年4月：自己点検評価報告書を作成

　　平成23年3月：財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を受審し、

「該当なし」

（４） 自己点検・評価等に関する事項

　　　別紙③のとおり

　ｂ　公表方法

　　自己評価報告書を刊行するとともに大学ホームページ上に公開。

③　認証評価を受ける計画

　　　　　　　　 同機構が定める大学評価基準を満たしていると認定される。

　　　　　　　　　（認定期間：平成22年4月1日～平成29年3月31日）

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　平成23年5月：自己評価報告書を公表

　　平成24年1月：自己評価報告書を作成

　　平成27年7月：自己点検評価書を公表

　　平成28年7月：自己点検評価書を公表

　　平成30年3月：財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を受審し、

　　　　　　　　 同機構が定める大学評価基準を満たしていると認定される。

　　　　　　　　　（認定期間：平成29年4月1日～令和6年3月31日）

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

42



（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和３年度）

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。
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別紙① 

ＦＤセンター規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、ＦＤセンター（以下「センター」という。）の運営等について必要な事項を定

める。 

 

 （目的） 

第２条 センターは、本学の教育理念及び教育目標に基づき、組織的な教育の質向上にかかるＰＤＣ

Ａサイクルを機能させる取り組みを推進することにより、教員が行う教育活動の改善・向上に資す

ることを目的とする。 

 

 （業務） 

第３条 センターは、次の事項を取り扱う。 

（１）教育の内容・方法の改善に関する検討及びそのための研修会等の企画・立案・実施に関するこ

と 

（２）ＦＤ活動に関する情報の収集及び提供に関すること 

（３）学生による授業評価及び適切な評価システムの検討、提案に関すること 

（４）各種の教学制度の設計に関すること 

（５）学生のキャリア形成に係る教育課程の検討に関すること 

（６）資格取得講座及び資格検定取得にかかる企画・立案・実施に関すること 

（７）共通教養部会に関すること 

（８）その他、教学に係る企画・立案に関すること 

 

 （センター長） 

第４条 センターにセンター長を置き、学長が任命する。 

２ センター長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

 （副センター長） 

第５条 センターに、副センター長を置くことができる。 

２ 副センター長は、センター長の推薦に基づき、学長が任命する。 

３ 副センター長は、センター長を補佐し、その命を受けてセンターに関する業務を処理するほか、

センター長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 副センター長の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

   

 （センター会議） 

第６条 センターの運営に必要な事項を審議するため、センター会議を設ける。 

２ センター会議は、センター長のほか次の構成員をもってあてる。 

（１）教員の中から学長が委嘱した者 若干名 

（２）職員の中から学長が委嘱した者 若干名 

（３）センター長が特に必要と認め、指名した者 
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３ 構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

４ センター長はセンター会議を招集し、その議長となる。 

５ センター会議は、構成員の半数の出席をもって成立する。 

６ センター長は、必要があると認めるときには構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことがで

きる。 

７ センター長は、センター会議の審議の重要事項については学長及び運営協議会に報告しなけれ

ばならない。 

 

 （事務） 

第７条 センターに関する事務は、ＦＤセンターが担当する。 

 

 （規程の改廃） 

第８条 この規程の改廃は、運営協議会の意見を聴き、学長が定める。 

 

   附 則 

この規程は、平成 26 年 12 月 1 日から施行する。 

 

  附 則 

この改正規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則 

この改正規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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教職員研修規程 

                             平成 28年 12月 19日制定 

                             大阪国際学園規程第 281号 

（目 的） 

第１条 この規程は、教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、学校法人大阪国際学園に

勤務する職員、教員及び役員(以下「教職員」という。) に必要な知識及び技能を習得させ、並び

にその能力及び資質の向上を目的として実施する研修について定める。但し、各所属における FD

活動等、教員が行う教育活動の改善・向上に資することを目的とする研修は除く。 

（方 針） 

第２条 教職員研修は、この規程に定めるところにより計画的、組織的かつ継続的に実施する。 

（研修体系および研修の目的） 

第３条 教職員研修体系を別表のとおりとし、各研修の目的について、以下の各号のとおりとする。 

(1) 資格等級別・職位別研修 

① コンプライアンス研修、人権研修、経営研修 

理事・監事及び管理職がその役割を認識し、学園が社会的責任を果たしつつ永続的発展を図るため、

公正性と透明性を確保する一方、戦略的な経営の遂行に必要な知識を習得する機会とする。 

なお、管理職とは大学・短期大学部においては学科主任以上、中学・高等学校においては教頭以上、

こども園においては副園長以上、職員においては原則課長以上の役職者とする。 

② 管理職研修、新任管理職研修 

管理職の役割を認識し、その職務に必要なマネジメントスキルを習得する機会とし、担当部署の業

務目標・政策立案、円滑なる業務運営、部下教職員のマネジメント、人材育成、心身に亘る健康管理、

関連他部門との業務調整・協力関係強化、部下の人事評価等々マネージャーとしての心がけとスキル

向上を図る。 

③  中堅職員研修 

  業務遂行上必要なスキルや業務改革力の習得・向上および監督職として実務遂行面で管理職を補

佐するとともに、後輩職員に対するスキルの伝達・指導等中堅職員としてのリーダーシップの向上を

図る。 

④  一般職員研修 

  職場における役割、業務遂行上必要なスキルの習得・向上とともに意欲的・効率的な業務の進め方

についての意識の向上を図る。 

 

⑤  新入職員研修 

  教育機関の職員として、また組織人としての意識を持たせるとともに、職務上必要な基礎的知識・

技能の習得を図る。 

(2) 目的別研修 

① 実務研修・技能研修 

  業務遂行上必要とされる知識・技能の習得を図る。なお、必要に応じて適宜研修テーマを定める。 

② 学外団体主催研修（教員を含む） 

  外部団体が主催する研修に参加し、業務上必要な知識・情報を習得する。 
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③ 学内集合研修（教員を含む） 

  外部講師を招聘し、もしくは学（園）内から講師を選抜して業務知識・技能の習得並びに業務遂行

に対する意欲および能力の向上を図る。併せて各部門の機能を戦略的に検討する機会を設け、各々の

責任と役割分担の確認を図る。 

④ 企業等への出向研修（教員を含む） 

 一般企業・外部団体に出向することにより、経営感覚・人材育成・顧客対応・業務の効率化等教育

機関では修得し難い知識・経験を得ることにより、組織としての体質改善を図る。その他、出向に関

する必要な事項については別に定める。 

(3) ＯＪＴ 

① 業務別・職場内研修、課題研修 

業務別・職場内研修は、各部署（部、室及び課）別に部署の長または部署の長が指名する職員が研

修責任者となって、所属職員を対象として行う。ただし、必要に応じてパートタイム職員を加えるこ

ととする。 

課題研修は、職員の課題発掘及び課題解決能力を育成するため、小集団による選抜教育によって行

う。 

② 上司・先輩職員からの個別指導 

（研修の運営） 

第４条 学園全体で研修を計画的かつ組織的に運営するため、SD（スタッフディベロップメント。以

下同じ。）委員会を設置し、各年度研修実施計画及び実施状況のチェックを行う。SD委員会の具体

的な取り扱いは、別に定める「SD委員会規程」 によるものとする。 

（研修の修了） 

第５条 研修は、原則として受講後に提出する研修受講報告書等の提出をもって修了とする。 

（教職員の心構え） 

第６条 教職員は、自己の職務遂行能力の向上のために、積極的に研修に参加するものとし、併せて

研修により得た知識、技能等を日常業務で活用するよう努めなければならない。 

（主管責任者） 

第７条 この規程の主管責任者は、総務・人事課長とする。 

（その他） 

第８条 この規程に定めるものの他、教職員研修に関し必要な事項は、その都度理事長が定めるもの

とする。 

 

 

附 則 

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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SD委員会規程 
 

                                平成 28年 12月 13日 制定 

                                大阪国際学園規程第 293号 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、教職員研修規程第４条に基づき、SD委員会（以下「委員会」という。）に 

関し、必要な事項を定める。 

（委員長） 

第２条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、法人本部事務局長とする。 

（委員会の構成） 

第３条 委員会の委員は、次の者をもって構成する。 

（１）法人本部事務局長 

 （２）総務・人事課長 

（３）総務・人事課職員 １名 

（４）各所属の職員 １名 

（５）各所属の教員 1名 

２ 委員の任期は１年とする。ただし、再任は妨げない。 

（委員会の会議） 

第４条 委員会は委員長が招集し、その議長となる。 

２ 議長は、必要に応じ委員会を開催する。 

３ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開催できない。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、議事に関係ある者の出席を求めることができる。 

（委員会の付議事項） 

第５条 委員会は次の各号に掲げる事項を審議する。 

 （１）教職員研修の各年度実施計画及び実施状況に関すること 

 （２）課題研修における小集団選抜教育メンバーの選抜 

 （３）教職員研修規程における役員層の研修に関すること 

 （４）前３号に掲げるほか、各所属との情報交換及び連絡調整に関すること 

（報 告） 

第６条 委員長は、必要に応じ、委員会での審議内容を理事長に報告するものとする。 

（事務担当部署）  

第７条 委員会に関する事務は、法人本部事務局 総務・人事課が担当する。 

（その他） 

第８条 前各条に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成 29年 4月 1日から施行する。 
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実施日 研修名称 対象者

令和2年4月15日 令和2年度学長方針発表会 全教職員

令和2年5月6日 非対面授業臨時説明会 全教職員

令和2年5月12日 遠隔授業相談会 全教職員

令和2年5月18日 第1回　FD・SD研修会 全教職員

令和2年5月28日 6月対面授業開始に向けた臨時説明会 全教職員

令和2年6月16日 遠隔授業の成績評価に関する懇談会 全教職員

令和2年6月24日 遠隔授業の成績評価に関する懇談会(追加開催) 全教職員

令和2年9月3日 第2回　FD・SD研修会 全教職員

令和2年9月4日 後期遠隔授業説明会 全教職員

令和2年9月11日 Zoomと動画・音声配信型授業の説明会 全教職員

令和2年9月22日 第1回　遠隔授業情報交換会 全教職員

令和2年9月25日 第2回　遠隔授業情報交換会 全教職員

令和2年9月28日 令和2年度　管理職・中堅職員研修 管理職・中堅職員

令和2年9月28日 第3回　遠隔授業情報交換会 全教職員

令和2年9月29日 第4回　遠隔授業情報交換会 全教職員

令和2年9月30日 第5回　遠隔授業情報交換会 全教職員

令和2年10月16日 後期対面授業再開説明会 全教職員

令和2年12月17日、18日 新OIU UNIPA説明会 全教職員

令和2年12月11日 令和2年度　ハラスメント相談員対象研修 キャンパス・ハラスメント相談員

令和3年1月18日から
1月29日

日本私立大学協会主催　オンラインセミナー 局内会議構成員

令和3年2月17日 FDセンター主催PROGテスト結果解説会
運営協議会構成員
局内会議構成員

令和3年2月24日 障がい理解のための教職員向け講習会 全教職員

令和3年3月中旬 コンプライアンス室主催コンプライアンス研修 学長・副学長・管理職員

令和２年度　年間研修実績報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙➁

「働き方改革と学校現場のマネジメントの在り方」　動画視聴とアンケート・レポート

感染予防対策、3種類の授業方法、授業における各種の連絡事項について　(Google Meetにより開催)

遠隔授業に係る本学のガイドラインとマニュアルに関すること　(Google Meetにより開催)
5月15日まで4回開催

概要

Zoomのアクティベーション、Zoomの基本的な使い方、映像・音声配信型授業のポイント他について　(Zoomにより開催)

遠隔授業の成功事例、失敗事例、相談事他についての情報交換　(Zoomにより開催)

全教職員に資料を配布しアンケートを実施 

遠隔授業のガイドライン、授業収録スタジオ、遠隔授業特設サイト設置他について(Google Meetにより開催)

非対面授業を延期した場合の期間と実施方法について　(Google Meetにより開催)

遠隔授業の成績評価について意見交換　(Google Meetにより開催)

遠隔授業の成績評価について意見交換　(Google Meetにより開催)

遠隔授業の成功事例、失敗事例、相談事他についての情報交換　(Zoomにより開催)

遠隔授業に関するＦＡＱ、遠隔授業に関する質問会　(Google Meetにより開催)

愛媛大学竹中講師による講演「学修成果の可視化に向けた計画と実践の方法」　(Google Meetにより開催)

遠隔授業の成功事例、失敗事例、相談事他についての情報交換　(Zoomにより開催)

遠隔授業の成功事例、失敗事例、相談事他についての情報交換　(Zoomにより開催)

遠隔授業の成功事例、失敗事例、相談事他についての情報交換　(Zoomにより開催)

12月にシステム変更するOIU UNIPAについての説明　(Zoomにより開催)

ハラスメント相談員が配慮すべき事項　(動画視聴とアンケート)

岡山大学　池谷航介氏　講演「コロナ禍における障がい学生支援」(Zoomにより開催)

小林弁護士　講演　「学校法人におけるガバナンスとコンプライアンス上の諸問題及びそれらへの対応について」(Zoomに
より開催)

10月26日対面授業再開に向けての準備説明会　(Zoomにより開催)

大河原弁護士　講演　「コロナ禍における学校法人の法務対応について」(Zoomにより開催)

PROGテスト結果解説(Zoomにより開催)
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別紙③  

（３）自己点検・評価等に関する事項 

 

① 設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見 

 

Ⅰ．経営経済学部設置の趣旨 

大阪国際大学は、学校法人大阪国際学園の教学の理念「建学の精神である『全人教育』を

基礎として、礼節を重んじ、世界に通じる心豊かな人間を育成する」の下、大学の使命・目

的として、「全人教育を推進し、創造する力を培う。この目的に沿って、普遍的な倫理感を育

みつつ、国際的視野に立つ広い知識、深い専門学術及びそれらの実社会への適用を教授し、

研究する」を掲げ、教育研究活動に取り組んでいる。 

本学は、現在設置している グローバルビジネス学部 グローバルビジネス学科を発展的に

整備し、大学の使命・目的のより一層の具現化と達成に向けて、新たに平成 30 年(2018 年)4

月から「経営経済学部 経営学科 並びに 経済学科」を開設した。 

 

Ⅱ．経営経済学部の目的 

グローバルビジネス学部が設置され、5 年余りが経過したが、その間、我が国の国際化は、

当初の予想をはるかに超えて進行しており、その中において日本の経済政策、そして企業に

おける経営も急激に変容している。その為、今まで以上に経営学や経済学に関する知識を体

系的・多角的に学び、変貌・進化する現代社会のニーズを適格に理解できることは、これか

らの国際社会において必要不可欠となっている。また、ビジネスのあらゆる場面においても、

問題解決能力、コミュニケーション能力の修得など、実践的な能力獲得の必要性が飛躍的に

増大している。このような社会情勢を受けて、本学部はその専門性に従い、これまでの 1 学

科から 2 学科体制にすることで、より深い教育・研究環境を整備する必要があるとの結論に

至った。 

さらに、「経営経済」をキーワードとして、本学の建学の精神である「全人教育」と建学の

理念である「礼節を重んじ世界に通じる心豊かな人間の育成」を具現化し、新たな 2 学科を

結びつけるものとして、学部名称を「グローバルビジネス学部」から「経営経済学部」とし

た。つまり、単なる知識や能力の獲得だけではなく、企業経営のあり方（経営学）と現代経

済の仕組み（経済学）を関連付けて学ぶことを通して、社会の一員としてその発展に寄与で

きる能力の修得を眼目とする学部名称として、「経営経済学部」が適切であると判断し設置す

ることとした。 

 

Ⅲ．経済学科の目的 

経済学科では、複雑多様化した地域経済社会の問題・課題を複眼的・数量的・論理的に理

解・分析し、それらについて実践的に解決する能力を身につけることを目的とする。 

経済学科では以下の人材を育成することを目的とする。 

① 現代の経済社会をその背景とともに正しく論理的に理解し、その中で積極的に自分の

役割を果たしていこうとする強い意志と職業意識を持つ人材 
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② 国際化する地域社会について広い視野を持ち、教養豊かでコミュニケーション能力の

高い人材 

③ 経済学のみならず、法律や行政分野を含めて、広い知識を身につけ、総合的な視野から

地域社会の発展に貢献できる人材 

 

Ⅳ．経済学科の目的の達成状況 

上記の目的を達成するために、平成 30 年 4 月より、大阪国際大学経営経済学部経済学科

は、教育研究活動を開始した。令和 2 年度は開設 3 年目となり、新たに 3 年次生が誕生した

ことにより、3 年次の学部・学科専門科目約 20 科目を新たに開講し、専門性の高い学問分野

の科目を提供した。PBL 学習や課題解決型の体験型学習は、新型コロナウイルス感染拡大に

よる影響で、学外に出向いての活動は規模の縮小を余儀なくされたが、地元自治体、地元信

用金庫とのコラボレーションで実現した、店舗に対する「安心宣言ステッカー事業」への参

画や、地元団地での問題解決実習などの長期的な展望に立った社会に役立つ活動プログラム

を含め、複数のプログラムを実施することができた。また、代替プログラムとして、現場や

相手先とオンラインでつないで、現状把握や企画提案などの新たな取り組みも進められた。

以上の事より、開設 2 年目ではあるが、順調に経済学科の目的を達成しつつある。 

開設初年度から令和 3 年度までの 4 年間の入学者数は、定員 60 名に対して平均定員充足

率が 129.2％であったことから、この学科は社会的な要請に適っている学科であるというこ

とができる。今後は教育活動を充実させ、今まで以上に受験生や保護者に理解して頂くよう

に努力していく所存である。 

 

Ⅴ．総括評価、所見 

  平成 30 年度開設当初より学内及び学外オリエンテーションや講義などから、学生の勉学

に対する意欲や姿勢は今までに比べ高く、遅刻や欠席も少なく熱心な姿勢が感じられた。ま

た、年度当初のオリエンテーションにおいては、新入生に対して履修指導を徹底させた。2 年

次生においては、金融・経済コース、公務員コース、地域みらいづくりコースの 3 コースを

立ち上げ、学生自身の学問への興味や意欲を喚起させた。更にサブセミナーと称して、正規

のセミナー以外にコースの特性を明確化し、選択学生に対して体験型学習や外部講師の講演

などにより、より専門的な知識や技能を修得させた。3 年次生ではその体験型学習を深化す

るための一つの方策として、企業や地元自治体とコラボレーションし、活動がさらに加速し

ている。開設 3 年目を終えて、カリキュラムに沿った授業を展開し、コースの意識付けもな

され、予定通り進んでいることから、順調に履行できているということがいえる。 

 なお令和 3 年 4 月には、退職した経済学分野の教員 2 名、政治学分野の教員 1 名を補充 

し、更に新規教員として法学分野の教員を 1 名採用し、申請時の教員数 10 名よりも多い 11 

名の教員体制とし、今まで以上に充実した学科運営を進めている。 
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